
（県連－様式５）

H29 H30 R1 R2

若手経営指導員の支援能力の向上が顕著であるため、支援力チェックシートの評価基準の見直しと、より高度な課題解決支援を目指すための取組が必要である。

４．今後の対応方針（改善点）

経験年数の少ない職員の支援スキルを補完するため、効果的に実践力を高める訓練型の研修を実施するほか、スーパーバイザーによる定期的な巡回を実施する。

【取組評価】

〈コスト縮減に向けた具体的な取組内容または取り組んでいない理由〉

国の「スーパーバイザー派遣事業」を活用した事業実施に加え、各商工会のOJT推進リーダーと連携した効率的な能力向上支援に取り組んだ。

２．総合評価・理由   A（順調）３つの観点の評価結果が すべてa判定の場合   B（概ね順調）Ａ、Ｃ以外の場合   C（改善が必要）３つの観点の評価結果がｃ判定２つ以上の場合 Ｂ

若手経営指導員等の能力を支援力チェックシートで見える化し、それぞれの課題を抽出した上で、スーパーバイザーとOJT推進リーダーが連携した能力向上支援を行った。

３．課題

【有効性の観点】　事業目標の達成状況                                          【取組評価】の有効性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定6割以上の場合） b

〈事業の目標は達成されているかどうか〉

OJT対象者に対するスーパーバイザーの支援を延べ605回実施したことは若手経営指導員の能力向上への有効性が高い。しかし、昨年度までの向上率が高かったこともあり、今年度は13.2％
の向上率増加にとどまり、目標値までには至らなかった。

【効率性の観点】　コスト（金銭・時間・人材）縮減のための取組状況       【取組評価】の効率性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定6割以上の場合） a

【事業評価】

１．３つの観点からの評価

【必要性の観点】　現状の課題に照らした妥当性                               【取組評価】の必要性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定6割以上の場合） a

〈評価の理由〉

事業者に対する質の高い支援サービスを提供するために若手経営指導員等の支援力向上は急務であり、OJT推進リーダーとスーパーバイザーと連携した人材育成事業の必要性は高い。

達成度達成度達成度 - a a c

達成率達成率 - 107% 122% 66% 達成率

実績実績 - +10.7％ +18.3％ +13.2％

目標目標 - +10％ +15％ +20％ +20％

実績

目標

年度 H29 H30 R1 R2 R3年度 H29 H30 R1 R2 R3年度 H29 H30 R1 R2 R3

指標名 若手経営指導員能力向上率 指標名 指標名

評価指標と実績　　　達成度：　a（達成率が100％以上）、b（100％未満80％以上）、ｃ（80％未満）

取組コード 51 取組コード 取組コード

50 a a a Ａ

Ｂ51 a c a支援力チェックシートから能力向上表を作成し、見える化することで、一人一人の課
題が明確となった。

経営指導員は、重点支援等実績シートや支援力チェックシートを活用し、定性的・定
量的に能力や課題が明確となった。
経営支援員は、支援力チェックシートを作成したことにより、定性的な能力や課題が
明確となった。

業務能力チェックリストの作成・活用

能力向上の見える化

４．昨年度の評価（対応方針）に対する対応

経営指導員は継続性のある評価を実施するため、引き続き、重点支援等実績シートと支援力チェックシートを活用した評価の見える化を行う。
経営支援員に対するチェックシートを導入し、スタート時点での能力の見える化を図りたい。

取組コード 必要性 有効性

３．これまでの評価結果 過年度 - Ａ Ａ

効率性 総合評価実績取組

商工会支援部 担当課名 中央部支援センター 担当課長名 伊藤健一 施策コード 11 施策名

能力向上の推移や実績を見える化することにより、知識の習得や事業所支援に意欲的に取り組み、実績を上げた。
令和元年度のスーパーバイザー対象者（経営指導員28名）による企業支援は、事業計画等作成231件、補助金の活用163件、キャッシュレス導入支援46件の実績を上げた。

経営指導員の能力強化

【事業内容】

１．事業実施当初の背景

ベテラン経営指導員の定年退職の増加により、経験の浅い経営指導員が増加していることから、経営指導員の支援力の養成が急務となっている。

２．事業のねらい

経営指導員の世代交代が進む中にあっても、事業者の課題に対し、切れ目のない一貫した経営支援を行うため、新任や経験の浅い経営指導員に対しスキルアップのための能力開発を支援す
る。また、「OJT推進ガイドライン」（施策9に掲載）に基づき、若手経営指導員の能力強化を図るとともに、習得度合いの管理を行い、今後の育成策の検討につなげる。

担当部名

継続事業評価シート 評価実施日     令和3年3月31日　 令和2年度（4年目）

事業コード 21 事業名 若手指導員等能力向上事業 戦略コード 2 戦略名 プロ集団の商工会


